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東日本大震災の記憶・教訓の伝承に関する基本方針について 

 

令和３年４月 

宮  城  県 

１ 目 的 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災では，我が国観測史上最大規模のマグニチ

ュード９．０を記録した地震と，それに伴う大津波が，かけがえのないふるさとや住み慣

れたまちを一瞬にして破壊しました。 

多くの尊い命が奪われ，生活の基盤も失われ，我が県は，かつて経験がないほどの甚大

な被害に見舞われました。あの日以来，県民の皆様とともに復旧・復興に取り組んでまい

りましたが，発災から 10年が経過した今も，心の復興や生業の再生など，被災者の安心に

つなげられる真の復興へはまだ道半ばにあります。10 年の月日の経過により，まちの風景

も変わり，かつての面影が失われた場所もあります。震災後に頻発する国内各地の大規模

な災害に加え，震災を経験していない人々の増加など，歳月は，人々の東日本大震災の記

憶を風化させていきます。 

また，東日本大震災は，災害の痛ましい爪痕とともに，災害が発生した際に行政として

取るべき対応や避難する際の行動の在り方，防災・減災のため備えておくべき対応や施設

整備など，今後の大規模災害から県民の命と財産を守っていくために取り組むべき更なる

課題を残しました。 

本県は，歴史的にも，869 年の貞観地震以降，慶長地震，明治三陸地震，昭和三陸地震，

チリ地震，宮城県沖地震など度重なる大地震と，それに伴う津波によって甚大な被害を受

けてきました。東日本大震災の甚大な被害を振り返る中で，こうした過去の大震災の中で，

「ここまで津波が到達した」，「地震があったら津波の用心」といった貴重な言い伝えが各

地に残されていることが，あらためて明らかになりました。このことは，私たちに「震災伝

承」の重要性を再認識させることになりました。 

歴史に学び，後世に承け継いでいくこと，東日本大震災と同じ悲しみを二度とくり返さ

ないために，震災を経験していない世代やこれから生まれてくる子どもたちに，震災の記

憶や教訓を，風化させることなくしっかりと伝え継いでいくこと，そして，最大の被災地

である本県の責務として，本県のみならず国内外の今後の大規模な災害に対する防災力向

上のために，これまでいただいた御支援に対する感謝の意を込めて，多くの方々に，様々

な形で広く伝えていくことが必要です。 

併せて，東日本大震災以降も，国内では地震や台風，大雨等による自然災害が発生して

おり，近い将来には更なる大地震の発生も懸念される状況であることから，一人ひとりが

かけがえのない大切な命を守るためには，誰もが災害に直面する可能性があるという認識

を持ち，いざという時のために備えることが当たり前のこととなる，防災・減災意識の醸

成と，実際に「自らの命を守るための行動」が実行できることが必要です。このため県で
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は，震災やその復旧・復興過程で得られた経験，教訓を国内外の方々に広く発信し，これか

らを担う次の世代へ永く伝え続け，災害時に「自らの命を守る行動」が実践できる社会を

構築します。 

こうした理念の下，県の震災の記憶や教訓の伝承に関する取組の方向性を明示し，その

取組を着実に進めていくために，東日本大震災の記憶・教訓の伝承に関する基本方針（以

下，「方針」という。）を定めるものです。 

 

２ 震災の記憶・教訓の伝承に関する状況・課題 

現在，被災市町では，震災の経験や教訓を伝える震災遺構等の震災伝承施設の整備が進

んでおり，既に開設している震災伝承施設では，国内外から訪れる多くの来訪者に，被災

時の状況を保存した現場や発災当時の映像・写真，語り部によるガイド等により，津波の

脅威や命を守るための防災・減災意識の必要性等が伝えられています。また，多くの団体

や個人が，語り部活動や様々な研修プログラムの実施により，伝承や防災・減災活動に取

り組んでいます。加えて，アーカイブによる被災市町の記録誌や証言集など，震災の情報

に触れる環境が整備されるとともに，県域を越えた団体の設立など，伝承に取り組む団体

や震災伝承施設の連携が図られる環境が整いつつあります。 

一方で，東日本大震災からの時間の経過に伴い，人々の震災に関する記憶や関心の薄れ，

震災後に誕生した震災を知らない世代の増加，さらには，震災当時の経験・記憶を伝える

語り部の高齢化等の状況から，震災の記憶の風化が進むことが懸念されています。 

また，震災の記憶や教訓を国内外に広く発信し，世代を超えて伝え続けるためには，市

町村や学術・研究機関，民間団体等の多様な主体が，それぞれの知見や経験を共有し，互い

に活かし，発信力の強化や活動の持続・推進につなげていくことが重要であり，そのため

の環境の整備が求められています。 

さらには，デジタル技術の進展や新型コロナウイルスの感染拡大等を踏まえ，今後の震

災伝承の取組においては，ＩＣＴを活用した非対面型による対応にも配慮する必要があり

ます。 

こうした状況を踏まえて，震災について学び，伝えることのできる環境づくりや，伝承

の担い手の育成，震災伝承に取り組む多様な主体の連携等を推進していくことが必要です。 

 

３ 基本理念 

東日本大震災の経験や復旧・復興の過程，そこからの教訓を 

現在（いま），そして未来に伝え続ける。 

一人ひとりがかけがえのない大切な命を守り， 

災害時に「自らの命を守る行動」が実行できる社会をつくる。 
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４ 伝承に関する３つの柱とそれぞれの取組 

  宮城県では，震災伝承に係る状況，課題と基本理念を踏まえ，以下の３つの柱により伝

承に取り組みます。 

（１）震災の記憶・経験の蓄積と発信 

○ 石巻南浜津波復興祈念公園「みやぎ東日本大震災津波伝承館」の震災伝承に関する

展示を通じ，国内外から来館する多くの方々に対し，県内の被災の大きさや復興の状

況，語り部や民間団体等の想い，津波から命を守るための行動の重要性等を伝えます。 

○ 出前講座等の開催等により，東日本大震災を踏まえた防災・減災対策の情報提供や

津波防災への意識啓発に取り組みます。 

○ 「東日本大震災アーカイブ宮城」により，震災に関する記録・資料等を収集・保存 

し，インターネット上に公開することにより，震災に関する記憶の風化を防ぐととも

に，その利活用を促進し，防災・減災対策や防災教育等に役立てます。 

○ 東日本大震災の復旧・復興の過程で得られた職員の経験や教訓等を取りまとめ，県

内外の自治体が震災対応業務未経験職員への研修や大規模災害発生時の対応に活用で

きるようにするとともに，ポータルサイトを構築し，一元的な情報発信に取り組みま

す。 

 

（２）伝承や防災・減災に関する人材の育成と防災教育の推進 

  ○ 震災や復旧・復興過程で得られた経験・情報を教訓（知識）として学ぶための環境

を整備し，伝承の担い手や防災・減災に関する人材の育成に取り組みます。 

○ 地域において「共助」の核となる自主防災組織などの地域防災活動を担う人材や， 

将来の宮城を支え，自主防災組織等における次世代のリーダーなど，将来の地域防災

の担い手となる人材を養成し，県内全体の地域防災力の向上を図ります。 

○ 被災地訪問型の研修等により，教職員の防災意識を伝承するとともに，震災の教訓

等を踏まえた防災教育に取り組み，児童生徒等の災害への対応力や防災意識の向上を

図ります。 

 

（３）多様な主体の連携による伝承の推進 

  ○ 市町村や学術・研究機関，民間団体等の多様な主体が参画した研修会や意見交換会

等の開催により，それぞれの知見や経験が共有され，互いに活かすことができるよう

ネットワーク化に取り組みます。 

○ 防災力の向上と地域活性化を目的として，県内外への広域的な情報発信や伝承ツー

リズム等に取り組みます。 

○ 石巻南浜津波復興祈念公園「みやぎ東日本大震災津波伝承館」において，県内の被災

市町や伝承団体等が来館者に直接語りかける場の提供などに取り組みます。 
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５ 伝承の推進体制 

  上記４の取組の推進に当たっては，「新・宮城の将来ビジョン」の「被災地の復興完了に

向けたきめ細かなサポート」の４つの取組分野の一つとして，「復興事業のフォローアップ

と成果・教訓の伝承」を位置付けるとともに，「復興・危機管理部」とその部内に「復興支

援・伝承課」を新たに設置し，以下のとおり取り組みます。 

（１）庁内の体制 

復興・危機管理部復興支援・伝承課を主担当課とし，「宮城県震災復興本部」の下で，

庁内組織が連携し，取り組みます。 

（２）外部との連携体制 

市町村や学術・研究機関，民間団体等，多様な組織と連携し取り組みます。 

 

６ 期 間 

  この方針は，令和３年度からの取組の方向性を示すものであり，「新・宮城の将来ビジョ

ン実施計画期間（前期：令和３年度～令和６年度）」（４年）と合わせ見直しを行います。 



①震災の記憶・経験の蓄積と発信 （単位：千円）

No. 事業名 担当部局 担当課 令和４年度事業概要
令和４年度
当初予算額

1 東日本大震災復興検証報告書作成等事業 復興・危機管理部 復興支援・伝承課
復興の過程で得られた職員の経験の伝承のためのインタビューの実
施及び報告書やポータルサイト等の作成

29,000

2 東日本大震災被災地情報発信事業 復興・危機管理部 復興支援・伝承課

震災の風化防止と教訓伝承のためのオンラインコンテンツ，パンフ
レットの多言語整備や伝承イベントの海外開催，並びに復興情報を
広く伝えるための広報誌やポスター等の制作，各ツールによる情報
発信

29,769

3 震災伝承展示管理費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課
みやぎ東日本大震災津波伝承館の管理運営のほか，企画展開催，ポ
スターコンクール開催，県内伝承団体の印刷費等補助の実施

44,308

4 首都圏復興フォーラム運営事業費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課
東日本大震災の風化防止と震災復興に対する全国からの支援継続を
訴えるため，被災地の情報を提供するフォーラムを開催

1,500

5
東日本大震災追悼事業
【新規掲載】

復興・危機管理部 復興支援・伝承課 みやぎ鎮魂の日（３月１１日）における県庁舎への献花台設置 2,750

6 ３．１１伝承・減災プロジェクト 土木部 防災砂防課
防災意識の向上及び大震災からの復旧状況を発信するためのパネル
展示及び公共土木施設の復旧・復興に絞った出前講座を実施し震災
教訓の伝承や本県の復旧に係る取組みを伝える。

2,300

7 ３．１１伝承・減災プロジェクト 土木部 都市計画課
南海トラフ地震など大規模地震が想定される自治体の住民を対象
に，本県の被災教訓を活かした「災害に強いまちづくり～宮城モデ
ルの構築～」の考え方や取組に関するパネル展等を開催。

700

8 震災資料収集・公開事業 教育庁 生涯学習課
震災に関する記録・資料等を公開するデジタルアーカイブシステム
の運用

17,741

令和４年度東日本大震災の記憶・教訓等の伝承に関する事業一覧
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②伝承や防災・減災に関する人材の育成 （単位：千円）

No. 事業名 担当部局 担当課 令和４年度事業概要
令和４年度
当初予算額

1 地域防災リーダー育成等推進事業 復興・危機管理部 防災推進課 養成講習，フォローアップ講習の開催，アドバイザーの派遣 16,659

2
教育旅行誘致促進事業
【新規掲載】

経済商工観光部 観光政策課

本県への教育旅行を希望する学校等を対象に受入先とのコーディ
ネート，県内受入先におけるプログラムの見直し支援，教育旅行バ
ス助成金の受付業務を担うみやぎ教育旅行等コーディネート支援セ
ンターの運営委託等

58,200

3 防災主任・安全担当主幹教諭配置事業 教育庁 教職員課 防災主任・安全担当主幹教諭の配置 643,313

4 被災地訪問型研修事業 教育庁 教職員課 被災地訪問型の教職員研修 2,571

5 地域連携型学校防災体制等構築推進事業 教育庁 保健体育安全課 地域と連携した学校防災体制構築の推進 10,000

6 防災ジュニアリーダー養成事業 教育庁 保健体育安全課 県内高校生の防災ジュニアリーダーの養成 1,803

7 学校安全・防災推進事業 教育庁 保健体育安全課
災害時学校支援チームみやぎの養成研修会，フォローアップ研修会
の実施，第２次みやぎ学校安全推進計画の作成　等

9,605
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③多様な主体の連携による伝承の推進 （単位：千円）

No. 事業名 担当部局 担当課 令和４年度事業概要
令和４年度
当初予算額

1 東日本大震災伝承推進事業 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 伝承活動に取り組む多様な主体の連携促進 6,500

2 東日本大震災伝承広域連携事業 復興・危機管理部 復興支援・伝承課
震災伝承施設を通じた広域的な取組を推進（3.11伝承ロード推進機
構への負担金）

2,500

3 復興活動支援事業 復興・危機管理部 復興支援・伝承課
復興支援員の活動支援や広域連携機会の提供を行うほか，復興支援
に取組む民間団体等から情報収集を行い，課題解決に向けた助言や
支援制度の紹介等により，復興活動の推進を図る

30,111

4 地域コミュニティ再生支援事業 復興・危機管理部 復興支援・伝承課
災害公営住宅等に設立された自治会等の住民組織が，自発的・主体
的に取り組む地域コミュニティ再生活動（メニューとして震災経験
伝承事業を含む）への支援

277,372

5
世界防災フォーラム事業
【新規掲載】

復興・危機管理部 防災推進課
世界防災フォーラムで，復興への取組や展望等に関して広く国内外
に情報発信を行う

1,034

6 NPO等の絆力を活かした震災復興支援事業 環境生活部 共同参画社会推進課 NPO等が行う復興・被災者支援事業への助成等 34,500

7
みやぎ海岸防災林はぐくみ育てる実践事業
【新規掲載】

水産林政部 森林整備課
津波被害後に再生された海岸防災林が，適正に管理されるようNPO
等と連携した取組みを行うもの。

5,500
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